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令和 6年度 2月補正予算(案)の概要 

Ⅰ 予算の規模 

 現計予算額 今回補正額 補正後の額  前年同期比 

一 般 会 計 120,605,068 千円 1,395,995 千円 122,001,063 千円  323.0% 

特 別 会 計 10,587,034 千円 0千円 10,587,034 千円  25.7% 

企 業 会 計 18,096,200 千円 0千円 18,096,200 千円  70.2% 

合 計 149,288,302 千円 1,395,995 千円 150,684,297 千円 214.6% 

 

Ⅱ 歳出予算の事業 

【能登半島地震及び奥能登豪雨復旧・復興関係経費】 (単位：千円)

【新】・令和6年能登半島地震等検証事業費 22,000 (防災対策)

 令和6年能登半島地震及び奥能登豪雨における対応検証を実施 
[繰越明許費：22,000 千円] 

  

 

 ・被災文化財保存事業費 2,075 (文  化)

 總持寺祖院16棟における災害復旧及び耐震補強工事 
  

 

 ・クリーンセンター焼却処理施設解体事業費 44,622 (環境対策)

 豪雨災害による解体期間延長に伴う事業費の追加 
[繰越明許費の変更：348,688 千円→393,310 千円] 

 

 

 ・災害関連地域防災がけ崩れ対策事業費 1,115,788 (土  木)

  国の補正に伴う増額 
 [繰越明許費：1,615,788 千円] 
 

  

【新】・防災集団移転検討事業費 22,000 (まちづくり推進)

  移転元及び移転先の災害リスク等の調査による事業化の検討、地域住民
へのヒアリングによる要望調査等 
 [繰越明許費：22,000 千円] 
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○令和5年度能登半島地震復旧・復興関係予算合計(一般会計) 192 億 1,700 万円 

令和5年度輪島市一般会計補正予算(第 6号) 12 億 7,500 万円   (令和 6年 1月 4日専決) 

令和 5年度輪島市一般会計補正予算(第 7号)  21 億 1,000 万円  (令和 6年 1月 31日専決) 

令和 5年度輪島市一般会計補正予算(第 8号)  36 億 1,000 万円    (令和 6年 2月 13日専決) 

令和 5年度輪島市一般会計補正予算(第 10号) 75 億 8,200 万円   (令和 6年 3月 28日専決) 

令和 5年度輪島市一般会計補正予算(第 11号) 46 億 4,000 万円   (令和 6年 3月 31日専決) 

○令和6年度能登半島地震及び奥能登豪雨復旧・復興関係予算合計(一般会計) 1,024 億 170 万 3千円 

令和6年度輪島市一般会計当初予算       4 億 6,800 万円   (令和 6年 3月 15日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 1号) 345 億円       (令和 6年 4月 1日専決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 2号)  23 億 2,407 万 2千円(令和 6年 5月 8日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 3号) 120 億 5,044 万 2千円(令和 6年 6月 21日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 4号)  34 億 8,704 万 6千円(令和 6年 8月 6日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 5号) 386 億 9,879 万 9千円(令和 6年 9月 19日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 6号)  29 億 8,000 万円   (令和 6年 9月 21日専決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 8号)  17 億 1,532 万 8千円(令和 6年 11月 3日専決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 9号)  49 億 7,153 万 1千円(令和 6年 12月 13日議決) 

令和 6年度輪島市一般会計補正予算(第 10号) 12 億   648 万 5千円(2月補正予算関係分) 

○能登半島地震及び奥能登豪雨復旧・復興関係予算総額(特別会計＋企業会計) 194 億 7,523 万 4千円 

○能登半島地震及び奥能登豪雨復旧・復興関係予算総額(全会計) 1,410 億 9,393 万 7千円 

 

【通常事業分】 (単位：千円)

 ・戸籍住民基本台帳システム費 8,910 (市  民)

  戸籍への氏名等の振り仮名の登録 
 振り仮名通知書の作成、発送、戸籍情報システム改修等 
[繰越明許費：8,910 千円]  

  

 

 ・物価高騰対応重点支援給付金事業費 180,600 (福  祉)

 住民税非課税世帯給付金事業費 
[給付額] 3万円/世帯 
[対 象] 令和 6年度住民税非課税世帯(5,700 世帯見込) 
[基準日] 令和 6年 12月 13日 

住民税非課税世帯給付金事業費(こども加算分) 
 [給付額] 2万円/児童 
 [対 象] 上記世帯に属する18歳以下の児童(400 人見込) 
 

 

 


